
令和 6 年 5 月 2 8 日

核の中間貯蔵はい らない ! 下北の会

代表 野 坂 庸 子 様

むつ市長 山本 知也

御要望に対す る回答について

日頃 より、市政各般にわた り御理解 と御協力を賜 り、深 く感謝 申 し上げます。

さて、令和 6 年 4 月 2 5 日付けの申し入れ書について、別紙のとお り回答いた

します。



回 答 書
̶ *

意 見 者  核の中間貯蔵はいらない ! 下北の会 野坂庸子 様

件 名 申し入れ書

この度は、当市に立地す る使用済燃料中間貯蔵施設について、貴重な御意見を賜 り、誠にあ
りが とうございます。

頂戴 した御質問について、以下のとお り回答 させていただきます。

( 1 ) 最大50年後の貯蔵期間後の搬出先 とされ る再処理工場が現時点では、その操業のメ ド
が立っていないことについては貴職 もご承知のことと思います。少なくとも再処理事業が軌
道に乗ったことが確認 されるまでは、その搬入を認 めるべきではない と考えますが、これに
ついて貴職の見解 を伺います。

(回答)
令和 3 年10月に閣議決定 されたエネルギー基本計画では、国として、核燃料サイクルの推

進を基本方針 とす ることとされてお りま したが、このことは昨年 2 月に閣議決定 されたエネ
ルギー安定供給 • 経済成長 ・脱炭素を同時に実現する政策をま とめたロー ドマ ップである

「GX実現に向けた基本方針」においても改めて言及 されてお り、本年 :L月に開催 された 「第
7 回使用済燃料対策推進協議会」においても、国か ら業界団体に対 し、オールジャパン体制
での支援強化が要請 されていることか ら、事業者において施設の操業開始に向けて、最大限
の努力が続けられているものと認識 してお ります。
また、中間貯蔵施設は、貴重な資源である使用済燃料を再処理工場で処理するまでの間、ー
時的に貯蔵 ・管理するための重要な役 目をもつ施設であ り、核燃料サイクル事業全体に柔軟
性を持たせ るといった観点か らも、搬入そのものについては問題ないものと認識 してお りま
す。

( 2 ) 仮に再処理事業が開始 されたとしても、わが国のエネルギー政策 としての使用済み核
燃料の全量再処理が非現実的であることは明 らか と言わざるを得ません。仮にわが国が全量
再処理路線放棄を打ち出した場合でも貯蔵事業の継続を容認する立場なのか どうか貴職の見
解 を伺います。

(回答) •
国の政策に基づかない仮定のお話にはお答え出来かねますが、使用済燃料中間貯蔵事業に

関 しては、平成17年に市、青森県、東京電力、 日本原子力発電の4 者 によって締結 された立
地協疋に基づき、適切になされるもの と認識 してお ります0

( 3 ) 貴職が市議会な どで表明 している安全協定締結前の 「住民説明会」について、開催主
体や、開催 日程、開催規模などについてお聞かせ ください。

(回答)
住民説明会については、県 と市の共催 による県民説明会のむつ市開催 に加 え、市主催によ

る川内、大畑、脇野沢地区での市民説明会を開催する方向で調整 してお ります。その詳細に
ついては、青森県及び事業者 と調整を進めているところです。





(回答)
使用済燃料中間貯蔵施設については、その性質上、金属キャスクを静的に貯蔵 し、かつ、

蓋間圧力等を連続 して監視 してお り、異常兆候に対 して適切 な対応が可能であり、また、金
属キャスクも衝突等が万一発生 した場合においても、基本的安全機能は維持 されることによ
り、周辺監視区域外に影響を及ぼす放射性物質等の放出を伴 う事象が発生す る可能性は極め
て低い施設であることか ら、原子力災害対策を重点的に実施すべき区域が設定 されてお りま
せん。

このことか ら、避難計画の策定までは求められていないため、地域防災計画に連絡体制や
情報提供などの体制について記載 してお ります。

( 9 ) オフサイ トセンターについては過 日、むつ運動公園付近に計画中と報道があ りました
が、これか ら本決ま りにな り、建設工事などに入ったとしても事業者が想定する第 2 四半期
中の搬入までに間に合わないと考えますが、この点についての貴職の見解 を伺います。

(回答) オフサイ トセンターの整備主体 となる青森県において、市内に建設 され るオフサイ
トセンターの供用開始が使用済燃料中間貯蔵施設の稼働 より後になる場合は、その間、東通

村のオフサイ トセンターを活用することで調整 しているもの と認識 しています。

(10) 当市を含む下北半島には航空 自衛隊釜臥山J/ FPSガメラレーダーや建設中の海上 自衛隊
大型弾薬庫などがあり、世界でも例 を見ない軍事施設 と商業用原子力施設が併存 し、他の原
子力施設 とは異なるリスクを抱えていると判断できます。 こ うしたことに対 して市民の命 と
暮 らしを守る仕組みづ くりについてお知 らせ ください。

(回答) 自衛隊基地 と原子力施設があることに関す るリスクにつきま しては、武力攻撃事態
対処法及び国民保護法に基づき、国、県、治安機関等 と連携を図 り、必要な対応 を講 じるこ
とが必要であると認識 してお ります。

(11) 最後に本施設が稼動することにより、地域に核燃料税以外の経済的メ リッ トなどを考
えているのであればお知 らせ ください。稼動初年度の核燃料税は744万円と報 じられています
が、この金額で当地が全国初の 「核のゴミ捨て場」 となることについて残念でたま りませ
ん。

(回答) 当市においては、平成13年度か ら200億円以上の電源立地地域対策交付金が交付 さ
れ、既に様々な市の施策に活用 されてお りますほか、施設の操業開始後においても年間10億
円を超 える同交付金の交付が制度上確保 されてお ります。
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むつ市政策推進部エネルギー戦略課
電話 : 0175- 22- 1111 (内線2341～2343)


